県規則様式第２号
事　　業　　経　　歴　　書
年　　　月　　　日　　
申請者（工事施行者）住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　番　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	設立年月日
	年　　　月　　　日
	資本金
	千円

	法令による登録等
	

	従業員数
	事務
	技術
	労務
	計

	
	人
	人
	人
	人

	前年度又は前年の納税額
	法人税又は所得税　　　　　　　　千円　　事業税等　　　　　　　千円

	主たる取引金融機関
	

	建設業法第26条による主任技術者の住所及び氏名
	

	技　術　者　略　歴
	職　　名
	氏　　　　　　　名
	年　齢
	在社年数
	資格、免許、学歴その他

	
	
	
	歳
	年
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	宅地造成工事等施行経歴
	発注者
	元請、下請の別
	工事施行場所
	面積
	許認可年月日
	完了年月

	
	
	
	
	㎡
	　　年　　月　　日
	年　　　月

	
	
	
	
	
	　　年　　月　　日
	年　　　月

	
	
	
	
	
	　　年　　月　　日
	年　　　月

	
	
	
	
	
	　　年　　月　　日
	年　　　月

	
	
	
	
	
	　　年　　月　　日
	年　　　月


（注）１　法令による登録等」の欄には、建設業法による建設業者の登録、建築士法による建築士事務所の登録等について記入すること。
２　申請者又は工事施行者が法人である場合は、「前年度又は前年の納税額」の欄の事業税等の金額については、地方法人特別税を含めた金額を記入すること。
県規則様式第３号
設　　計　　説　　明　　書
	施行地区名
	

	設計の方針
	

	工　区　の　区　分
	工区別
	地番
	面積
（平方メートル）
	工事着手予定年月日
	工事完了予定年月日

	
	第１工区
	
	
	　年　月　日
	　年　月　日

	
	第２工区
	
	
	　年　月　日
	　年　月　日

	
	第３工区
	
	
	　年　月　日
	　年　月　日

	
	第４工区
	
	
	　年　月　日
	　年　月　日

	開発区域内の土地の現況
	地目別概要
	地目
	宅地
	農地
	山林
	その他
	計

	
	
	面積
(平方メートル)
	
	
	
	
	

	
	
	割合
(パーセント)
	
	
	
	
	　100パーセント

	
	所有者別概要
	所有者別
	自己所有
	買収予定
	他人所有
	その他
	計

	
	
	面積
(平方メートル)
	
	
	
	
	

	
	
	割合
(パーセント)
	
	
	
	
	　100パーセント

	土地利用計画
	
	土　地　利　用　計　画　別
	計

	
	
	宅　　　地
	公　共　施　設　用　地
	その他の用地
	

	
	
	住　宅用　地
	公益的施設用地
	その他
	道　路用　地
	公　園用　地
	緑地広場用地
	水　路用　地
	その他
	
	

	
	
	第　工区
	面積
(平方メートル)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	割合
(パーセント)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	番　　号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　第　工区
	面積
(平方メートル)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	割合
(パーセント)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	番　　号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　工区
	面積
(平方メートル)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	割合
(パーセント)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	番　　号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	第　工区
	面積
(平方メートル)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	割合
(パーセント)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	番　　号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　計
	面　　　　　積
（平　方メートル）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	割　　　　　合
（パーセント）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	100パーセント

	
	合　　　計
	面　　　　　積
（平　方メートル）
	
	
	
	

	
	
	割　　　　　合
（パーセント）
	
	
	
	100パーセント

	公共施設等の整備計画
	排　水　施　設
	（洪水調整池　　　　　その他　　　　　）

	
	給　水　施　設
	（消防水利：消火栓　　基、貯水槽　　基、その他　　　　　　　　　）

	
	電　気　施　設
	

	
	ガ　ス　施　設
	

	
	そ　　の　　他
	


	公益的施設の整備計画
	
	


　（注）１　「設計の方針」の欄には、事業の目的、設計の設定に関する方針等をできるだけ詳しく記入すること。
　　　　２　「工区の区分」の欄及び「土地利用計画」の欄の「工区別」は、開発区域を工区に分けた場合のみ記入するものとし、別に工区区分図を添付すること。
　　　　３　「割合」の欄には、開発区域の総面積に対する当該面積の比率を記入すること。
　１　新たに設置される公共施設
	種類
	番号
	概要
	管理者
	用地の帰属
	摘要

	
	
	幅員寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	メートル
	メートル
	平方メートル
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　２　都市計画法第40条第１項の規定が適用される場合における公共施設
	種類
	番号
	概要
	従前の公共施設
	新たな公共施設
	摘要

	
	
	幅員寸法
	延長
	面積
	管理者
	用地の帰属
	管理者
	用地の帰属
	

	
	
	メートル
	メートル
	平方メートル
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　３　既存の公共施設であつて、存続するもの
	種類
	番号
	概要
	管理者
	用地の帰属
	摘要

	
	
	幅員寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	メートル
	メートル
	平方メートル
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


県規則様式第４号
権　　利　　者　　の　　同　　意　　書
　　　
開発許可（建設等）の申請者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　開発区域に含まれる地域の名称
　　
上記に係る開発行為の施行又は開発行為に関する工事の実施については、異議がないので同意します。
	権利の対象物
	権利の対象物の所在
	権利の種類
	同意年月日
	権利者の住所及び氏名又は名称
	印

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	

	（　　　）
	
	
	
	
	


（注）１　「権利の対象物」の欄には、土地又は建築物若しくは工作物等の別を記入し、（　）内には、土地については地目を、建築物及び工作物については用途を記入すること。
　　　２　「権利の種類」の欄には、所有権、賃借権その他の権利を記入すること。
県規則様式第５号
設　　計　　者　　資　　格　　証　　明　　書
年　　月　　日　　
　　山形県知事　氏　　　　　名　殿
設計者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　印
生年月日　　　　　　年　　　　月　　　　日
　　
都市計画法施行規則第19条に規定する資格については、下記のとおりです。
	最　終　学　歴
	学校名
	学部科名
	在学期間
	所在地
	卒業・中退の別

	
	
	
	年　　月
年　　月
	
	

	主な実務経歴
	勤務先
	所在地
	在職期間
	職名
	職務内容

	
	
	
	年月～年月
	年数
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	主な設計経歴
	事業主名
	工事施行者
	工事施行場所
	面積
	年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	資格内容
	取得年月日
	取得場所
	登録及び合格番号
	※照合印

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	※該当資格
	都市計画法施行規則第19条第１号イ、ロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト、チ、第２号


（注）※欄は、記入しないこと。
県規則様式第６号
既　　存　　権　　利　　届　　出　　書
年　　月　　日　　
　　　
山形県知事　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
都市計画法第34条第13号の規定による権利を届け出ます。
	１
	届出者の職業
（法人の場合は、業務内容）
	

	２
	届出に係る土地の名称
	

	３
	届出に係る土地の地目及び面積
	

	４
	権利の種類及び内容
	種　　類
	

	
	
	内　　容
	

	５
	権利の取得年月日
	年　　　　月　　　　日

	６
	権利を有していた目的
	

	７
	予定建築物等の用途
	

	８
	市街化調整区域内に決定又は　変更された年月日
	年　　　　月　　　　日

	※整　理　番　号
	
	※受　付　欄
	

	※管轄市町村名
	
	
	

	※備　　　　考
	
	
	


　（注）１　※印欄は、記入しないこと。
　　　　２　６欄には、土地の利用に関する所有権以外の権利（地上権、借地権等）を有する場合にのみ記入すること。
　　　　３　６欄及び７欄には、具体的な目的及び用途を記入すること。
県規則様式第６号の２
開　発　行　為　協　議　書
	都市計画法第34条の２第１項の規定により、開発行為について協議します。　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日
山形県知事　殿
住　　　　　　　所
名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	開発行為の概要
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２
	開発区域の面積
	平方メートル　

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者住所氏名
	

	
	５
	工事着手予定年月日
	　　年　　　月　　　日　

	
	６
	工事完了予定年月日
	　　年　　　月　　　日　

	
	７
	自己の業務の用に供するもの、その他のものの別
	

	
	８
	法第34条の該当号及び該当する理由
	

	
	９
	その他必要な事項
	

	※
	受付番号
	　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号

	※
	協議成立に付した条件
	

	※
	協議成立番号
	　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号


備考　１　※印のある欄は記載しないこと。
２　「８　法第34条の該当号及び該当する理由」の欄には、協議に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。
３　「９　その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。
県規則様式第６号の３
	
	手数料貼付欄
（消印しないこと。）


開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書
年　　月　　日　　
　　　山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。
	変　　更　　の　　概　　要
	変　更　事　項　等
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	
	

	
	２
	開発区域の面積
	平方メートル
	平方メートル

	
	３
	予定建築物等の用途
	
	

	
	４
	工事施行者の住所及び氏名
	
	

	
	５
	自己の居住又は業務の用に供するもの、その他のものの別
	
	

	
	６
	法第34条の該当号及び該当する理由
	
	

	
	７
	その他必要な事項
	

	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	変　 更　 の　 理　 由
	

	※受　　付　　番　　号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※変更の許可に付けた条件
	

	※変更許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号


（注）１　※印欄は、記入しないこと。
　　　２　「６　法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域内において行われる場合に記入すること。
　　　３　「７　その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法（昭和27年法律第229号）その他の法令による許可、認可等を要する場合に、その手続の状況を記入すること。
県規則様式第６号の４
開　発　行　為　変　更　協　議　書
	都市計画法第35条の２第4項において準用する同法第34条の２第１項の規定により、開発行為の変更について協議します。
　　年　　月　　日
山形県知事　殿
住　　　　　　　所
名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

	変更の概要
	
	変更事項等
	変更前
	変更後

	
	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	
	　

	
	２
	開発区域の面積
	平方メートル
	平方メートル

	
	３
	予定建築物等の用途
	
	

	
	４
	工事施行者住所氏名
	
	

	
	５
	自己の業務の用に供するもの、その他のものの別
	
	

	
	６
	法第34条の該当号及び該当する理由
	
	

	
	７
	その他必要な事項
	
	

	
	開発協議成立年月日及び番号
	年　　月　　日　　　第　　　号

	
	変更の理由
	

	※
	受付番号
	　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号

	※
	協議成立に付した条件
	

	※
	協議成立番号
	　　　　年　　　月　　　日　　　第　　　号


備考　１　※印のある欄は記載しないこと。
２　「６　法第34条の該当号及び該当する理由」の欄には、協議に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。
３　「７　その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。
県規則様式第７号
工　　事　　着　　手　　届　　出　　書
年　　月　　日　　
　山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法に基づく開発行為について、下記のとおり工事に着手したので届け出ます。
記
	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	開発許可に含まれる地域の名称
	

	工事着手年月日
	年　　　月　　　日

	工事完了予定年月日
	年　　　月　　　日

	工事施行者
	住　　　　所
	　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）　　　　　　　　　　

	
	氏名又は名称
	

	現場管理者
	住　　　　所
	（電話）　　　　　　　　　　

	
	氏　　　　名
	

	※　受付及び処理欄
	


　（注）※印欄は、記入しないこと。

県規則様式第８号
	
	80センチメートル
	
	

	
	
	
	

	開　　発　　行　　為　　許　　可　　標　　識
	
	

	開発許可年月日及び番号
	年　　月　　日　　第　　　　号　　　　　　
	
	

	開発許可を受けた者の住所、氏名又は名称
	
	60

	
	
	センチメートル

	設　　計　　者　　住　　所、　氏　　名
	
	

	工　事　施　行　者　住　所、氏　名　又　は　名　称
	
	

	現　場　管　理　者　住　所、氏　名
	
	
	

	工事期間
	　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
	
	


県規則様式第９号
開　発　行　為　等　変　更　届　出　書
年　　月　　日　　
　　　山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　
　　都市計画法第35条の２第３項（山形県都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則第７条第２項）の規定により、開発行為に関する変更について、下記のとおり届け出ます。
記
　１　変更事項
	変　　　　　　更　　　　　　前
	変　　　　　　更　　　　　　後

	
	


　２　変更の理由
　３　開発許可年月日及び番号　　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号
県規則様式第10号
工事完了公告前の建築（建設）承認申請書
年　　月　　日　　
　山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
都市計画法第37条第１号の規定により、開発行為に関する工事の完了公告前の建築（建設）の承認を申請します。
記
	
	１
	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号　

	
	２
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	建築（建設）の種類
	３
	建築（建設）しようとする土地の名称
	

	
	４
	建築（建設）しようとする土地の面積
	

	
	５
	建築物（特定工作物）の　構造及び規模
	

	
	６
	建築物（特定工作物）の　用途
	

	
	７
	工　　　　　　　　　期
	

	申請の理由
	


	※　承　認　欄
	第　　　号　
　この申請書に記載の開発区域内の土地における建築物（特定工作物）の建築（建設）を承認します。
　　　　年　　月　　日
山形県知事　　　　　　　　印　　


　（注）※印欄は、記入しないこと。
県様式第11号
開 発 行 為 の 廃 止 に 係 る 措 置 説 明 書
	廃止の理由
	

	廃止時における工事の進ちよく状況
	

	廃止後の土地の防災措置等
	

	開　発　区　域　内　の　関　係　権　利　者　に　係　る　措　置
	関係権利者の氏名又は名称
	権利に係る土地の所在及び面積
	権利の内容
	廃止後の措置

	
	
	
	
	

	そ　　　　の　　　　他
	


（注）「廃止時における工事の進ちよく状況」の欄には、工事の種別ごとにその割合を記入すること。
県規則様式第12号
開発行為の　　　　届出書
年　　月　　日　　
　山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
下記のとおり開発行為をしたので、山形県都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則第10条第２項の規定により届け出ます。
	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　第　　　　　　号　

	開発行為の中止（再開）に係る　地域の名称
	

	開発行為の中止（再開）に係る　地域の面積
	

	中　止　（再開）　年　月　日
	年　　　月　　　日

	中　止　（再開）　の　理　由
	

	中止（再開）時の工事の状況
	

	同意者に対する中止（再開）通知の状況
	

	公共施設の機能の回復等の具体的計画
	


（注）「中止（再開）時の工事の状況」の欄には、工事の状況を示した図面に防災計画を併せて記入すること。
県規則様式第13号
	
	手数料貼付欄
（消印しないこと。）


特　　例　　許　　可　　申　　請　　書
年　　月　　日　　
　山形県知事　氏　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
都市計画法第41条第２項ただし書の規定により、下記の建築物の建築の許可を申請します。
記
	開発許可を受けた者の　氏名又は名称
	

	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　第　　　　　　号　

	建築物に係る土地の所在
	

	主　　要　　用　　途
	　
	工事種別
	

	
	申請部分
	申請以外の部分
	合計
	構　造　及　び　高　さ
	軸　　　組
	

	敷　　地　　面　　積
	
	
	
	
	外　　　壁
	

	建　　築　　面　　積
	
	
	
	
	屋　　　根
	

	延　　べ　　面　　積
	
	
	
	
	最高の軒の高さ
	

	建　　ぺ　　い　　率
	
	
	
	
	最高の高さ
	


県規則様式第14号
	
	手数料貼付欄
（消印しないこと。）


予定建築物以外の建築等許可申請書
年　　月　　日　　
　　山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
都市計画法第42条第１項ただし書の規定により、下記のとおり建築物等のの許可を申請　します。
記
	開発許可の概要
	１
	開発許可を受けた者の氏名又は名称
	

	
	２
	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号　

	
	３
	予定建築物の用途
	

	
	４
	工事完了公告年月日
	年　　　月　　　日

	５
	土地の所在及び面積
	

	６
	予定建築物等以外の新築、改築又は用途変更後の建築物等の用途
	

	７
	変　　更　　の　　理　　由
	


県規則様式第14号の２
建築物の新築、改築若しくは用途の変更
又は第１種特定工作物の新設協議書
			
	新　　　築
	
		
		改　　　築
	
	都市計画法第43条第3項の規定により､
	第1種特
	の
	用途の変更
	について協議します。

		定工作物
		新　　　設
	

	　　　　　　年　　　月　　　日
山形県知事　殿
住　　　　　　　所
名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	１
	建築物を建築しようとする土地、用途の変更をしようとする建築物の存する土地又は第１種特定工作物を新設しようとする土地の所在、地番、地目及び面積
	

	２
	建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は新設しようとする第１種特定工作物の用途
	

	３
	改築又は用途の変更をしようとする場合は、既存の建築物の用途
	

	４
	建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又は新設しようとする第１種特定工作物が法第34条第１号から第10号まで又は令第36条第１項第３号ロからホまでのいずれの建築物又は第１種特定工作物に該当するかの記載及びその理由
	

	５
	そ　　の　　他　　必　　要　　な　　事　　項
	

	※
	
	　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　号

	※
	協議成立に付した条件
	

	※
	協議成立番号
	　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　号


備考　１　※印のある欄は記載しないこと。
２　「５　その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設をすることについて他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。
県規則様式第15号
地　　位　　承　　継　　届　　出　　書
年　　月　　日　　
山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
都市計画法第44条の規定により下記のとおり許可に基づく地位を承継したので届け出ます。
記
	開発許可の概要
	１
	開発許可を受けた者の　氏名又は名称
	

	
	２
	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号　

	
	３
	開発許可を受けた地域の名称
	

	４
	被承継人の住所及び氏名又は名称
	

	５
	承　　継　　年　　月　　日
	年　　　月　　　日

	６
	承　　継　　の　　理　　由
	

	※受　付　欄
	


　（注）※印欄は、記入しないこと。
県規則様式第16号
	
	手数料貼付欄
（消印しないこと。）


開 発 許 可 地 位 承 継 承 認 申 請 書
年　　月　　日　　
山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　印
　　
都市計画法第45条の規定により、下記について地位の承継の承認を申請します。
記
	開 発 許 可 の 概 要
	１
	開発許可を受けた者の氏名又は名称
	

	
	２
	開発許可年月日及び番号
	年　　　月　　　日　　第　　　　　　号　

	
	３
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	４
	被承継人住所及び氏名又は名称
	

	５
	権原を取得した年月日
	年　　　月　　　日

	６
	取得した権原の内容
	

	※受　付　欄
	


　（注）※印欄は、記入しないこと。
県規則様式第17号
開　　発　　登　　録　　簿
	受　付
	年　 月　 日
	開　発　許　可
	年　 月　 日
	
	年　　 月　　 日
	（公共施設に関する工事）検　査　済　証
	年　　 月　　 日

	
	第　　　　　 号
	
	第　　　　　号
	
	第　　　　 　号
	
	第　　　　 　号

	工事着手
	年　月　日
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	指令第　　　 号
	
	
	
	

	
	第　　　　　 号
	
	
	
	
	
	

	開発許可を受けた者
	住所
	予定建築物の用途
	
	公共施設の種類
	

	
	
	
	
	
	

	
	氏名又は名称
	
	
	
	

	地　位　の　承　継　者
	住所
	公共施設の種類
	
	公共施設の区域
	

	
	氏名又は名称
	
	
	
	

	
	承認　  年    月　  日　第　　     号
	
	
	
	

	開発区域に含まれる地域の名称及び面積
	面積   　　　　平方メートル

	法第41条第１項の規定による制限の内容
	

	法第41条第２項ただし書の規定による許可の内容
	

	法第42条第１項ただし書の規定による許可の内容
	

	法第42条第２項の規定による協議の内容
	

	摘　　　　　　　　　　　要

	


（注）省令第16条第４項の表に掲げる土地利用計画図を添付すること。
県規則様式第18号
	
	手数料貼付欄
（消印しないこと。）


開 発 登 録 簿 の 写 し 交 付 申 請 書
年　　月　　日　　
　　　
山形県知事　氏　　　　　　　　名　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　
都市計画法第47条第５項の規定により、下記について開発登録簿の写しの交付を申請します。
記
　
１　開発許可申請者　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　氏名又は名称
２　開　発　許　可　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　第　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（指令第　　　　号）
３　開発区域に含まれる地域の名称
４　交　付　枚　数　　　　　　枚
様式第18号の２
開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書
年　　月　　日　　
　　山形県知事　殿
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
建築基準法第６条第１項（第88条第１項（第２項）において準用する同法第６条第１項）の規定による確認を申請したいので、下記について都市計画法の規定に適合している旨の証明書の交付を申請します。
記
	建築（建設）の敷地の所在、地番及び地目
	

	該当条項
	　　　　　　□第29条　□第34条の２　□第35条の２　□第41条
都市計画法
　　　　　　□第42条　□第43条

	区域区分
	□市街化区域
□市街化調整区域
□その他の都市計画区域
□準都市計画区域
□その他の区域
	用途地域
	

	開発許可等の年月日　及び番号
	　　年　　月　　日　第　　号（許可整理番号　　号）
　　年　　月　　日　第　　号（許可整理番号　　号）
　　年　　月　　日　第　　号（許可整理番号　　号）

	都市計画法第41条に　よる制限の内容
	

	建築（建設）計画の　概　　　　　　　要
	開発行為
	　有・無　
	開発区域の面積
	

	
	用途
	
	敷地面積
	

	
	工事の種別
	
	建築面積
	

	
	
	延べ面積
	

	その他必要事項
	


	※　上記の建築（建設）計画については、都市計画法の規定に適合することを証明します。
　　　　年　　　月　　　日
証明者　　　　　　　　　　　　　　　　印　


　（注）※印欄は、記入しないでください。
中止


再開








